鹿児島県本部・阿久根市職労　「組合事務所使用許可取消処分取消訴訟」鹿児島地裁にて勝訴


鹿児島県阿久根市長が、阿久根市職労に対し行政財産（庁舎内の組合事務所）使用許可を取り消した処分は地方自治法違反に当るとして、市職労が市を相手取り、処分の取消しを求めた訴訟の判決が2009年10月23日、鹿児島地裁で行われました。
牧賢二裁判長は、「阿久根市長が原告に対し平成21年6月11日付けでした鹿児島県阿久根市鶴見町200番地所在の阿久根市役所庁舎機械棟の一部50.0㎡の使用不許可処分を取り消す。」とし、組合側の主張を認めました。

本判決理由のなかでは、市長の行った取消処分の具体的内容については触れておらず、行政手続法に基づき市長は事務所使用許可の取消し処分を行う前に、組合から意見聴取の聴聞手続きを取らなければならないにもかかわらず、この「聴聞」手続きをしていなかったとの手続きの不備を指摘し、「行政手続法に違反する」としています。

これまでの市長の主張や事実関係から、行政手続きの公正さ、透明性のないこと、法令遵守を行わないことなどを、この判決は明らかにしたと評価でき、現在係争中の他の事案についても、市職労の勝訴に向けて大きな影響を与えるといえるものです。

自治労鹿児島県本部、阿久根市職労は判決を受けて、同日午後2時30分から、県本部において総括集会及び結果報告会見を行い、勝訴を報告しました。集会は、榮留鹿児島県本部委員長、花木阿久根市職労委員長、西田本部総合労働局法対労安局長からの挨拶を受け、その後、増田弁護士より判決内容の説明が行われました。

　しかし、市職労の組合事務所の使用許可は来年3月までとなっており、来年度以降の使用には新たな使用許可が必要になります。市が許可しないことも予想され、まだなお予断は許せない状況です。市長が本判決を真摯に受け止め、来年度においても組合事務所の使用許可を認めるよう、市職労は要求を働きかけていく必要があります。
本部は、竹原市長による一連の攻撃、組合嫌悪からの感情的な言動から組合と組合員を守るため、阿久根市職労、鹿児島県本部とともに引き続き取り組みをすすめます。

【判決主文】
１　阿久根市長が原告に対し平成21年6月11日付けでした鹿児島県阿久根市鶴見町200番地所在の阿久根市役所庁舎機械棟の一部50.0㎡の使用許可取消処分を取り消す。
２　訴訟費用は被告の負担とする。
